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3世界経済評論 2022年3月4月号

巻 頭 言

カーボンニュートラルを

日本の産業飛躍の力に
（一財）日本エネルギー経済研究所理事長

寺澤達也

今の日本の産業の中核を担うのは自動車産業

であるが，この日本の自動車産業の世界的飛躍

の契機となったのが 1970 年代の排ガス規制強化

と石油ショックに伴うガソリン価格の高騰で

あったことは良く知られているところであろう。

カーボンニュートラルは再生可能エネルギー

に乏しい日本にとって大きな難題であり，日本

の産業にとっても逆風であることは否めない。

しかしながら，およそ半世紀前に日本の自動車

産業が危機をチャンスに変えたように，カーボ

ンニュートラルに向けた潮流を日本の産業が世

界をリードする契機に転じることはできないだ

ろうか？

残念ながら現在の太陽光パネルや風力発電に

ついては日本の産業の競争力は劣後するもの

の，新たな技術を要する次世代太陽光発電や海

上構築物の安定が必須である浮体式風力発電に

ついてはまだチャンスは残されている。

こうした発電のゼロエミッション化以上に重

要なのが非電力分野の脱炭素化である。電力化

を進めたとしても実はエネルギー需要の 6割以

上は非電力分野が占め，ここでは再生可能エネ

ルギーを直接使うことが難しい。

こうした非電力分野の脱炭素化のためにはイ

ノベーションが不可欠である。例えば，水素還

元による製鉄，二酸化炭素を吸着するコンク

リート，長距離輸送における水素利用，航空機

等に利用する合成燃料など，日本産業がこれま

で培ってきた技術力を発揮できるものが多い。

炭素回収や利用についても日本の技術力が活躍

できる。

このように日本の技術力を発揮し，カーボン

ニュートラルを日本の産業の飛躍の契機にして

行くためには何が必要であろうか？

技術革新を推進するためにグリーンイノベー

ション基金が政府によって設けられ，2 兆円の

規模を誇るものの，10 年間にわたるものであ

るため，毎年の予算額は主要諸国に比べても力

不足であることは否めない。使途も研究開発と

実証が主であり，実装までには支援が届かな

い。実装を欠いたままでは産業として世界を

リードはできない。支援策の規模と内容の強化

が必須である。

しかしながら支援策だけでは持続性がない。

こうした脱炭素技術のコストが割高であっても

導入が進むための政策枠組みが将来導入される

という予見可能性がないと実装に向けた投資は

動かない。今は研究開発や実証が中心でも，時

間軸を持った政策枠組み導入に向けた明確かつ

具体的なロードマップが提示されることが投資

を促し，産業化を加速していくためには不可欠

である。

こうした政策枠組みが一見産業界にとっては

負担に見えたとしても，実装を一早く進め，日

本がカーボンニュートラルに向けた産業化で世

界をリードして行くという戦略的視点からは極

めて重要なものとなってくるということを十分

に理解した上で，こうした将来における政策枠

組みを構築し，逸早く提示しながら，企業の投

資を牽引し，日本の産業が世界をリードする契

機として行くことが肝要ではないか。

（てらざわ たつや）




